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需要策と成長力強化とのバランス

成長会計による寄与別、潜在成長率

世界経済見通し

世界 ▲3.5 +5.8 +4.4

米国 ▲3.5 +6.9 +3.6

欧州 ▲6.7 +4.3 +4.4

日本 ▲4.7 +2.6 +2.0

中国 +2.3 +8.5 +5.8

インド ▲7.7 +9.9 +8.2

(資料）OECD（2021年５月）

20年
〈推計〉

21年
〈予測〉

22年
〈予測〉
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日本社会の高齢化 日本の総人口の推移と推計3
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日本の人口の長期推移（1600年～）

（注）将来人口は出生中位（死亡中位）推計

（資料）国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集（2021）」、「日本の将来推計人口（平成29年推計）」
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日本で当面動く政策4

 菅首相「特に、グリーン、デジタル、地方、子ども、この４つの課題に取り組んでいくこと
を示したい」

 短期達成目標（携帯引き下げ、不妊治療拡大、デジタル庁創設）、
長期（2050年カーボンニュートラル）、その中間は？

(1) グリーン成長戦略による民間投資・イノベーションの喚起 (1) 結婚・出産の希望を叶え子育てしやすい社会の実現
(2) 脱炭素化に向けたエネルギー・資源政策 (2) 未来を担う子供の安心の確保のための
(3) 成長に資するカーボンプライシングの活用 環境づくり・児童虐待対策

(1) デジタル・ガバメントの確立 (1) デジタル時代の質の高い教育の実現、イノベーションの促進
(2) 民間部門におけるＤＸの加速 (2) 女性の活躍
(3) デジタル人材の育成、デジタルデバイドの解消 (3) 若者の活躍

サイバーセキュリティ対策 (4) セーフティネット強化、孤独・孤立対策等
(5) 多様な働き方の実現に向けた働き方改革の実践、

～新たな地方創生の展開と分散型国づくり～ リカレント教育の充実
(1) 地方への新たな人の流れの促進 (6) 経済安全保障の確保等
(2) 活力ある中堅・中小企業・小規模事業者の創出 (7) 戦略的な経済連携の強化
(3) 賃上げを通じた経済の底上げ (8) 成長力強化に向けた対日投資の推進、
(4) 観光・インバウンドの再生 外国人材の受入れ・共生
(5) 輸出を始めとした農林水産業の成長産業化 (9) 外交・安全保障の強化
(6) スポーツ・文化芸術の振興 (10) 安全で安心な暮らしの実現
(7) スマートシティを軸にした多核連携の加速
(8) 分散型国づくりと個性を生かした地域づくり （資料）令和３年第８回経済財政諮問会議資料より

骨太の方針2021（原案）　次なる時代をリードする新たな成長の源泉
１．グリーン社会の実現 ４．少子化の克服、子どもを産み育てやすい社会の実現

２．官民挙げたデジタル化の加速 ５．４つの原動力を支える基盤づくり 

３．日本全体を元気にする活力ある地方創り



コロナと政治5

21年 ４月 16日 日米首脳会談
22日～23日 気候変動サミット

25日 衆参両院３つの
補欠選挙・再選挙

６月 11日～13日 G７首脳会議
７月 22日 都議会議員任期満了

東京五輪開幕
（８月８日まで）

８月 東京パラリンピック開幕
（９月５日まで）

９月 30日 自民党総裁任期満了
10月 21日 衆院議員の任期満了

30～31日 G20首脳会議

11月 １～12日
COP26
（国連気候変動枠組条約
　第26回締結国会議）

23日

24日



政権の左政策

労働分配率
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GOTO 事業7



温暖化排出ガス削減

 2030年に向け、13年度比で46%減の目標を打ち出す

 温暖化対策の具体化が課題

（資料）経済産業省資料より
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主要国の排出目標

（資料）経済産業省資料より
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次世代自動車（乗用車）国内販売台数

0

20

40

60

80

100

120

140

160

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

国内次世代自動車（乗用車）販売台数推移

（年）

（万台）

ハイブリッド車

クリーンディーゼル乗用車
電気自動車

プラグインハイブリッド車

燃料自動車

（資料）一般社団法人日本自動車工業会
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EUが提案予定の「炭素調整」の仕組み

（資料）日本経済新聞（２月17日）より作成
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化石燃料に頼る日本の電力

（資料）IEA「Data and Statistics 2019」
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デジタル×リアル13
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5G、IOTを進める

 入口 出口
 デジタル リアル＞デジタル
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運転制御技術
等

生産管理技術
等

医療関連技術
等

金融技術
等

広告・マーケティング
関連技術

等

カメラ情報データ
地図・道路データ

等

設備データ
需要・在庫データ

等

健康医療データ
介護データ

等

購買・商流データ
金融市場データ

等

購買データ、
行動履歴データ
個人データ 等

自動運転車、
自動運転によるMaaSや物流 等

スマート工場、
異常・予兆の早期検知 等

個別化医薬品、
健康維持管理サービス、

最適な介護ケアプラン作成 等

取引・決済データによる与信、
資産運用ロボアドバイザー 等

無人店舗、シェアリング、サブスク、
個別最適化した製品・サービス、

ダイナミック・プライシング 等

（資料）経済産業省 「新産業構造ビジョン」等を参考にニッセイ基礎研究所作成
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ESG

日本企業にとって有利なポイント
 調和、長期企業
 デジタル×リアル
 米中分断

戦略的な問題
 装置産業+低ROE → ESG上低い評価
 気候変動対策 → 日本が積極的でない？ →格下げ
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日米首脳会談（4/16、ワシントン）16

【日米首脳共同声明のポイント】
• 日本は同盟及び地域の安全保障を一層強化

するために自らの防衛力を強化することを決意
• 台湾海峡の平和と安定の重要性を確認
• 日米安保条約５条（米国の対日防衛義

務）の尖閣諸島への適用を確認
• 香港、新疆ウイグル自治区の人権への懸念
• ルールに基づく国際秩序に合致しない中国の

行動について懸念を共有
• 自由で開かれたインド太平洋の形成
• 半導体などのサプライチェーンで連携
• 2030年までに確固たる気候行動を取ることに

コミット
• 東京オリンピックの開催努力支持
• 北朝鮮の完全な非核化、拉致問題への

コミットメントを再確認

• 他国に指図し内政に干渉しては人心
を得られない（習近平国家主席）

• 国際関係に関する基本準則に深刻
に違反している。日米両国が徒党を
組んで集団対立をあおっている
（中国政府ウェブサイト）

• 二国間関係の通常の発展の範囲を
はるかに超える。断固反対
（在米中国大使館）

• 台湾、新疆ウイグル自治区などの問
題は中国内政であり干渉は許さない。
日米が何を言っても、何をしても尖閣
諸島が中国に属する客観的事実は
変えられない

（在日中国大使館）

反発

（資料）各種報道より



台湾有事

日米首脳共同声明「日米両国は、台湾海峡の平
和と安定の重要性を強調するとともに、両岸問題
の平和的解決を促す」（４月17日）

安全保障関連法の想定する３つの分類
武力攻撃事態 存立危機事態 重要影響事態

状態 日本に対する武力
攻撃が発生

密接な関係国に
対する武力攻撃
が発生

武力攻撃に至らな
いグレーゾーン事
態

とりうる対処策 自衛隊が出動し、
国民保護

集団的自衛権を
行使し、国民保護

米軍の後方支援
や捜索救助など
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米中の覇権争い18

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
中国の言う核心的利益の中の核心的利益である台湾統一

対外的な強さで中国国内を引き締め、３期、４期目に向かう
毛沢東とならぶ偉大な権力者（ばらばらだった中国を統一した）になろうとしている。習国家主席

台湾有事＝尖閣有事



日本の産業界への影響

 短期間ではサプライチェーン、
需要シフトはできない

 安全保障範囲の不透明さ 12.4

15.9

6.4
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輸出額の推移

米国

中国

EU

米国

中国

EU

（兆円）

輸出額
（億円）

構成比
（％）

1 半導体等製造装置 10,350 6.5
2 半導体等電子部品 9,913 6.2
3 プラスチック 9,608 6.0
4 自動車 9,464 6.0
5 科学光学機器 6,799 4.3

158,997 100.0総額

輸入額
（億円）

構成比
（％）

1 通信機 21,242 11.6
2 電算機類（含周辺機器） 20,517 11.2
3 衣類・同付属品 14,868 8.1
4 織物用糸・繊維製品 8,834 4.8
5 音響映像機器（含部品） 8,017 4.4

183,913 100.0総額

19

中国への輸出入の内訳

（資料）財務省「貿易統計」



安保関連の輸出品20

（資料）経済産業省「安全保障貿易管理について」

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
人権問題もあり、

企業　経済安全保障への感度を上げる　+　過剰反応をおさえる
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当資料に関する留意事項

 当資料に記載のデータは、信頼できると考えられる情報源から入手、加工したものですが、その正確性と
完全性を保証するものではありません。

 当資料の内容について、将来見解を変更することもあります。

 当資料は情報提供が目的であり、記載の意見や予測は、契約の締結や解約を勧誘するものではありま
せん。
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